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平成 28年 3月期 第 2四半期 財務・業績の概況 

平成27年11月13日 

会 社 名 株式会社ＳＢＪ銀行                   ＵＲＬ http://www.sbjbank.co.jp/ 

代 表 者 代表取締役社長     晋   玉童         ＴＥＬ 03-4530-0505 

問合せ先責任者 執行役員 企画部長  平岡 秀之  特定取引勘定設置の有無 無 

 

    (注)百万円未満切捨て  

１．平成 28年 3月期第 2四半期(中間期)の業績(平成 27年 4月 1日～平成 27年 9月 30日) 

(1) 経営成績                                       （％表示は対前年中間期増減率） 

 経常収益 経常利益 中間純利益 

 

28年 3月期中間期 

27年 3月期中間期  

百万円 

6,242 

6,008  

 

 

 

％ 

3.9 

12.5 

 百万円 

2,772   

1,683     

 

 

 

  ％ 

64.6   

86.8 

   百万円  

1,799 

1,065 

％ 

 68.8 

149.6    

 

 １株当たり中間純利益 業務粗利益 業務純益 

28年 3月期中間期 

27年 3月期中間期 

円  銭 

     0  05 

0  03 

    百万円 

      4,644 

   3,844 

％ 

 20.8 

19.6 

百万円 

 2,716 

1,558 

％ 

  74.2 

 78.9 

 

(2) 財政状態 

 
総資産 純資産 自己資本比率 

1株当たり 

純資産 

 

28年 3月期中間期 

27年 3月期 

百万円 

523,238 

508,451 

百万円 

35,486 

33,674 

％ 

6.78 

6.62 

円  銭 

     1 18

1 12 

(注)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

 

２．その他 

（1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無 

② ①以外の会計方針の変更    ： 無 

③ 会計上の見積りの変更     ： 無 

④ 修正再表示          ： 無 

 

（2）発行済株式数(普通株式)      

① 期末発行済株式数 28年 3月期中間期 30,000,000,000 株 27年 3月期 30,000,000,000 株 

② 期末自己株式数              28年 3月期中間期 － 株 27年 3月期 － 株 

③ 期中平均株式数(中間期)        28年 3月期中間期 30,000,000,000 株 27年 3月期中間期 30,000,000,000 株 

  

 

 

 

http://www.sbjbank.co.jp/


(株)SBJ銀行 平成 28年 3月期 第 2四半期 財務・業績の概況 

 2 

【定性的情報・財務諸表等】 

（金融経済環境） 

当中間期（平成 27年 4月～平成 27年 9月）における日本の経済は、政府の経済対策や金融政策の効果も奏功し、一部の

企業収益や雇用情勢の改善など緩やかな回復基調で推移しているものの、諸外国の経済不安定などにより、先行き不透明な

状況が続いております。 

為替相場については、9 月末には、ドル円相場では利上げ見極めから 119.9 円と前年度末比 0.1 円円高となりました。国

内金利については、長期金利（10年国債利回り）は、日本銀行による国債買入オペや追加緩和期待等により、0.35％と同 0.1％

低下となりました。また、短期金利は継続的な金融緩和を受け低水準で推移しております。 

 

（損益の状況） 

 当中間期の損益の状況につきましては、経常収益 6,242百万円（前年同期比 234百万円増加）、経常費用は 3,470百万円（同

854百万円減少）、経常利益 2,772百万円（同 1,088百万円増加）の結果となりました。 

 このうち資金利益は、調達コストの削減に加えて個人向け貸出残高の増加に伴う収益伸長により 3,381 百万円と前年同期

比 389 百万円増加いたしました。非資金利益（役務取引等利益、その他業務利益）は、貸出業務での受取手数料の増加を主

因に 1,262百万円と前年同期比 411百万円増加いたしました。 

営業経費は、引き続き効率的な運営をして参りました結果、1,996百万円と前年同期比 290百万円改善いたしました。   

これらの結果、中間純利益は、1,799百万円と前年同期比 733百万円増加いたしました。 

  

（資産及び負債の状況） 

当中間期の資産及び負債の状況につきましては、総資産が 523,238 百万円（前年度末比 14,787 百万円増加）、純資産は

35,486百万円（前年度末比 1,811百万円増加）となりました。 

主な勘定残高については、現金預け金は 112,931百万円（前年度末比 24,379百万円減少）となり、貸出金は、住宅ローン

など個人融資における貸出増強に積極的に取り組んだことで 329,277百万円（前年度末比 60,312百万円増加）となり、外国

為替は、55,655百万円（前年度末比 4,502万円減少）となりました。 

  一方、預金は個人預金を中心に順調に増加し、458,338百万円（前年度末比 10,537百万円増加）となり、借用金は 19,382

（前年度末比 2,591百万円増加）となりました。 

 

（自己資本比率の状況） 

  当中間期末の自己資本比率は、11.85％（速報値）となりました。 
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２．中間財務諸表 

（1）中間貸借対照表    

                                  (単位：百万円)                                                                          

  前事業年度 

(平成 27年 3月 31日） 
 

当中間事業年度 

(平成 27年 9月 30日） 

 

資産の部 

現金預け金 

コールローン 

有価証券 

貸出金 

外国為替 

その他資産 

未収収益 

その他の資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

  

137,311 

10,602 

27,148 

268,964 

60,158 

2,707 

1,599 

1,107 

704 

83 

142 

3,858 

△3,231 

  

112,931 

- 

21,078 

329,277 

55,655 

2,515 

1,555 

960 

682 

64 

137 

4,126 

△3,231 

 

資産の部合計  508,451  523,238 

負債の部 

預金 

借用金 

外国為替 

その他負債 

未払費用 

その他の負債 

賞与引当金 

退職給付引当金 

支払承諾 

  

447,800 

16,791 

557 

5,541 

3,267 

2,274 

85 

141 

3,858 

  

458,338 

19,382 

315 

5,334 

3,614 

1,720 

106 

148 

4,126 

負債の部合計  474,776  487,751 

純資産の部 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

  

15,000 

15,000 

3,650 

  

15,000 

15,000 

5,449 

株主資本合計  33,650  35,449 

その他有価証券評価差額金  24  36 

評価・換算差額等合計  24  36 

純資産の部合計  33,674  35,486 

負債及び純資産の部合計  508,451  523,238 
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（2）中間損益計算書  

       （単位：百万円）      

 

 

 

前中間会計期間 
(自 平成 26年 4月 １日 

至 平成 26年 9月 30日） 
 

当中間会計期間 
(自 平成 27年 4月 １日 

至 平成 27年 9月 30日) 

経常収益 

資金運用収益 

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

役務取引等収益 

その他業務収益 

その他経常収益 

経常費用 

6,008 

4,925 

2,667 

200 

841 

115 

126 

4,324 

 6,242 

4,683 

3,711 

178 

1,416 

15 

126 

3,470 

資金調達費用 

（うち預金利息） 

役務取引等費用 

その他業務費用 

営業経費 

その他経常費用 

1,933 

1,894 

105 

- 

2,286 

0 

 1,301 

1,244 

162 

7 

1,996 

2 

経常利益 1,683  2,772 

税引前中間純利益 1,683  2,772 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

606 

10 

 973 

- 

617  973 

中間純利益 1,065  1,799 
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（3）中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成 26 年 4 月１日 至 平成 26 年 9 月 30 日） 

   (単位：百万円) 

 

  

株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計  
資本準備金 

その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

 当期首残高 15,000   15,000   1,072    31,072        

 当中間期変動額                

   当中間期純利益 -   -   1,065   1,065   

 
  

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
-   -   -   -   

 当中間期変動額合計 -   -   1,065   1,065   

 当中間期末残高 15,000   15,000   2,138   32,138   

           

           

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計  

 

 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

 

  

 当期首残高 48   48   31,120     

 当中間期変動額               

   当中間期純利益 -   -   1,065     

 
  

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

△0   △0   △0     

 当中間期変動額合計 △0   △0   1,064     

 当中間期末残高 47   47    32,186     

 

当中間会計期間（自 平成 27 年 4 月１日 至 平成 27 年 9 月 30 日） 

   (単位：百万円) 

 

  

株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計  
資本準備金 

その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

 当期首残高 15,000   15,000   3,650    33,650        

 当中間期変動額                

   当中間期純利益 -   -   1,799   1,799   

 
  

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

-   -   -   -   

 当中間期変動額合計 -   -   1,799   1,799   

 当中間期末残高 15,000   15,000   5,449   35,449   

           

           

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計  

 

 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

 

  

 当期首残高 24   24   33,674     

 当中間期変動額               

   当中間期純利益 -   -   1,799     

 
  

株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 

12   12   12     

 当中間期変動額合計 12   12   1,812     

 当中間期末残高 36   36    35,486     
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個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については

原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)、ただし時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

有形固定資産は、建物については定額法、その他については定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分

し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建 物 2年～53年 

   その他 2年～50年 

（2）無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能

期間(５年)に基づいて償却しております。 

4. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行

等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分

類し、将来発生が見込まれる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を計上しております。破綻懸念先債

権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

うち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており

ます。 

（2）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属す

る額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務(簡便法による期末自己都合要

支給額)の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

5. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

1. 貸出金のうち、破綻先債権は 167百万円、延滞債権額は 1,901百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（以下、「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に

規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。  

2. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 2,877百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延

滞債権（元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し

ないもの）に該当しないものであります。 

3. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 4,945百万円であります。 

4. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受

手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお

りますが、その額面金額は 46,396百万円であります。 

5. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

手形貸出金の約束手形  2,399百万円 

上記の他為替決済取引に係る担保として有価証券 8,500百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金 358百万円が含まれております。 

6. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの

契約に係る融資未実行残高は、11,741百万円であります。このうち契約残存期間が 1年以内のものが 8,750百万円あ

ります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の

保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約限度額の減額をすることが

できる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、

契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

7. 有形固定資産の減価償却累計額 772百万円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 当事業年度 

期首株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

 普通株式 30,000,000 - - 30,000,000  

 合計 30,000,000 - - 30,000,000  

 

（金融商品関係） 

1. 金融商品の時価等に関する事項 

平成 27年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価

を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。 

また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。  

（1）現金預け金
（2）有価証券
　　 満期保有目的の債券
　　 その他有価証券
（3）貸出金
　　 貸倒引当金(*1)

（4）外国為替(*1)
資産計
（1）預金
（2）借用金
負債計
(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、外国為替に対する貸倒
外国為替に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間貸借対照表計上額から直接減額しております。

19,382
1,011

19,382
477,720

-
478,732

508,410 508,679 269
458,338 459,349 1,011

326,126 326,250 124
48,685 48,685 -

329,277 329,401 -
△3,150 △3,150 -

14,646 14,791 144
6,020 6,020 -

20,666 20,811 144

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時価 差額

112,931 112,931 -

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（1）現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、 当該帳簿価額を時価としております。満

期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り

引いた現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。 

（2）有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「(有価証券関係)」に記載しております。 

（3）貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異な

っていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも

のは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定

される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と
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近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づい

て貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対照表上の債権等計上額から現在の貸倒見積

高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

（4）外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金(外国他店預け)、外国為替関連の短期貸付金(外国他店貸)、輸出手形・

旅行小切手等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付(取立外国為替)であります。これらは、満期のない預け金、

又は残存期間が短期間(1 年以内)であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

負 債 

（1）預金 

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。また、定期

預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。

その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間(１年以内)の

ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（2）借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっ

ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金

利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割

り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間決算日における契約額

又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

(1)通貨関連 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち 

１年超のもの 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

店頭 為替予約 
売建 56,631 - 267 

買建 - - - 

合計 - - 267 

  (注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。 

2. 時価の算定 店頭取引については割引現在価値等により算定しております。 

 

② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

    該当ありません。 
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（有価証券関係） 

1. 満期保有目的の債券 (平成 27年 9月 30日現在) 

 
種類 

中間貸借対照表 

計上額(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

時価が中間貸借対照表計

上額を超えるもの 

国債 2,513 2,635 122 

その他 8,054 8,084 29 

小計 10,567 10,719 152 

時価が中間貸借対照表計

上額を超えないもの 

その他 4,078 4,071 △7 

小計 4,078 4,071 △7 

合計 14,646 14,791 144 

 

2. その他有価証券 (平成 27年 9月 30日現在) 

 
種類 

中間貸借対照表 

計上額(百万円) 

償却原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

中間貸借対照表計上額が

償却原価を超えるもの 

国債 6,020 5,996 23 

小計 6,020 5,996 23 

中間貸借対照表計上額が

償却原価を超えないもの 
小計 - - - 

合計 6,020 5,996 23 

 

3. その他有価証券 (平成 27年 9月 30日現在) 

（注） 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券  

区分 中間貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式   4 

組合出資金 407 

合計 411 

  これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

 貸倒引当金 1,069 百万円 

 賞与引当金 28  

 退職給付引当金 32  

 未払事業税 87  

 その他     16  

繰延税金資産小計 1,234  

評価性引当額 △1,079  

繰延税金資産合計 155  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金     17  

繰延税金負債合計     17  

繰延税金資産の純額     137 百万円 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産 1円 18銭 

１株当たり中間純利益金額 0円 05銭 
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その他財務情報 

1. 利鞘の状況 

       （単位：％） 

 平成 26年中間期 平成 27年中間期 

資金運用利回り(A) 1.88% 1.85% 

 貸出金利回り(B) 2.44% 2.46% 

 有価証券利回り 1.51% 1.61% 

資金調達利回り(C) 0.78% 0.55% 

 預金利回り(D) 0.79% 0.54% 

資金利鞘(A)-(C) 1.10% 1.30% 

預貸金利鞘(B)-(D) 1.65% 1.92% 

 

2. 口座数 

（単位：千口座） 

 平成 26年 9月末 平成 27年 9月末 

普通預金 69 79 

 

3. 預金の状況 

（単位：百万円） 

 平成 26年 9月末 平成 27年 9月末 

普通預金 30,628 38,830 

定期預金 436,231 406,241 

その他の預金 10,330 13,266 

合計 477,189 458,338 

 

4. 営業経費の状況 

（単位：百万円） 

 平成 26年中間期 平成 27年中間期 

人件費 1,058 1,105 

物件費 1,115 771 

 うち減価償却費 317 56 

税金 112 119 

合計 2,286 1,996 
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5. 金融再生法ベースのカテゴリーによる開示 

                                                                                     （単位：百万円） 

 平成 26年 9月末 平成 27年 9月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 879 1,206 

危険債権 944 862 

要管理債権 3,357 2,877 

正常債権 339,206 377,492 

合計 344,387 382,439 

   

6. リスク管理債権 

                                                                                      （単位：百万円） 

 平成 26年 9月末 平成 27年 9月末 

破綻先債権 326 167 

延滞債権 1,497 1,901 

3ヶ月以上延滞債権 - - 

貸出条件緩和債権 3,357 2,877 

合計 5,181 4,945 

 

7. 役員数、従業員数の状況 

（単位：人） 

 平成 26年 9月末 平成 27年 9月末 

役員 10 8 

 取締役 7 5 

 監査役 3 3 

従業員 215 244 

合計 225 252 
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【会社概要】(平成 27年 9月 30日現在) 

 

1. 会社名  株式会社ＳＢＪ銀行 （英文表記：Shinhan Bank Japan） 

 

2. 所在地  東京都港区芝五丁目 36番 7号 

 

3. 代表者  代表取締役社長 晋   玉童 

 

4. 設立年月日  平成 21年 1月 8日 

 

5. 開業年月日  平成 21年 9月 14日 

 

6. 資本金・資本準備金 資本金 150億円、資本準備金 150億円 

 

7. 発行済株式数  普通株式 300億株 

 

8. 株主構成  新韓銀行 100％ 

 

9. 取締役、監査役一覧 代表取締役社長     晋 玉童 

              取締役           徐 松洙 

              取締役（非常勤）   金 相大 

              社外取締役      小林 英三 

              社外取締役      杉山 淳二 

              常任監査役         能勢 秀幸 

              社外監査役      山田 庸男 

              社外監査役      岸 英人 

 

10. 役員及び従業員数   252人 （受入出向者を含み、派遣社員を除く） 

 

 


